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特定個人情報保護評価書（全項目評価書）の修正箇所及び修正理由 

＜修正の概要＞ 

○ 本評価書の対象となる給付金事務を明確にし、根拠法令等を追記する等、当該事務の内容及び流れを具体的にイメージできるよう記載を見直した。 

○ 本評価書の対象となる特定個人情報を取り扱う部分と、本評価書の対象とならない通常の個人情報を取り扱う部分を区別し、前者の部分に限った評価

とするよう記載を見直した。 

○ 関係部署等への確認を行った結果、団体内統合宛名番号自体は特定個人情報に該当するものではなく、本評価書で対象となる範囲は、情報提供ネット 

ワークシステムによる公金受取口座の照会部分であることが判明したため、特定個人情報の取得、保管及び削除等に関する記載を見直した。 

○ リスク対策の評価については、各リスク項目における事務及びシステムの特性等を考慮した上で、典型的なリスク対策を講じている場合は「十分に行って 

いる」とし、札幌市として特に積極的に取り組んでいる場合や独自の取り組みを実施している場合は「特に力を入れている」とするよう記載を見直した。 

修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

評価書番号  42 新規附番 

評価書名 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯

金口座の登録等に関する法律による特定公的給付の支

給に関する事務 全項目評価書 

令和６年度札幌市定額減税補足給付金（調整給付）の支

給に関する事務 全項目評価書 

対象とする給付金の明確化 

個人のプライバシー等の権利

利益の保護の宣言 

札幌市は、公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施の

ための預貯金口座の登録等に関する法律による特定公

的給付の支給業務における特定個人情報ファイルの取扱

いにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプ

ライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを

認識し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させ

るリスクを軽減させるために適切な措置をもって個人の

プライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいること

を宣言する。 

札幌市は、令和６年度札幌市定額減税補足給付金（調

整給付）の支給業務における特定個人情報ファイルの取

扱いについて、個人のプライバシー等の権利利益に影響

を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えい

その他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適

切な措置をもって個人のプライバシー等の権利利益の保

護に取り組んでいることを宣言する。 

対象とする給付金の明確化 

Ⅰ１．特定個人情報ファイルを 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯 令和６年度札幌市定額減税補足給付金（調整給付）の支 対象とする給付金の明確化 
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取り扱う事務 

①事務の名称 

金口座の登録等に関する法律による特定公的給付の支

給に関する事務 

給に関する事務

Ⅰ１．特定個人情報ファイルを

取り扱う事務 

②事務の内容 

公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯

金口座の登録等に関する法律（令和３年法律第 ３８ 号）

第 1０ 条の規定に基づき、特定公的給付の支給を実施す

るための情報の管理を行う。 

公的給付の支給等に関する迅速かつ確実な実施のため

の預貯金口座の登録等に関する法律及び行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成 2５ 年法律第 2７ 号）の規定に基づき、特定

個人情報を次の事務で取り扱う。 

○ 令和６年度札幌市定額減税補足給付金（調整給付）

の支給事務 

札幌市では、「行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律別表の主務省令で定

める事務を定める命令第 ７4 条の内閣総理大臣及び総

務大臣が定める事務」（令和６年２月 16 日デジタル庁、

総務省告示第７号。以下「デジタル庁・総務省告示」とい

う。）に規定する令和６年度物価高騰対策給付金の支給

を実施するため、令和６年度札幌市定額減税補足給付

金（調整給付）の支給に関する事務を行っている。 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律」（平成 2５ 年法律第 2７ 号）第９条

第１項及び別表 1３５ の項により個人番号を利用すること

ができるのは、「公的給付の支給等の迅速かつ確実な実

施のための預貯金口座の登録等に関する法律による特

定公的給付を実施するための基礎とする情報の管理に

関する事務であって主務省令で定めるもの」とされてお

り、デジタル庁・総務省告示では、「令和６年度物価高騰

対策給付金（略）の支給を実施するための情報（略）の管

理に関する事務」と定められている。 

ついては、特定個人情報ファイルを以下の事務で取り扱

う。 

○令和６年度札幌市定額減税補足給付金（調整給付）の

支給事務 

①調整給付対象者について、公金受取口座の登録有無

実施根拠を追記 
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を確認する。 

②公金受取口座の登録有無に応じて、書類（支給のお知

らせ・確認書）を送付する。 

③返送された確認書に基づき、支給要件を確認する（支

給のお知らせ対象者は書類の返送を要しない）。 

④調整給付の支給を行う。 

≪左欄にある※について（以下、評価書中同じ。）≫ 

特定個人情報保護評価指針の別表に定める重要な変更

の対象である記載項目である。 

※の項目の変更については、特定個人情報保護評価に

関する規則第１１条及び特定個人情報保護評価指針第６

－２（２）で、誤字脱字の修正等の軽微な変更もしくは個

人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを明ら

かに軽減させる変更である場合を除き、評価を再実施す

ることとされている。 

Ⅰ２．特定個人情報ファイルを

取り扱う事務において使用す

るシステム 

システム２②システムの機能 

中間サーバー・プラットフォームと庁内各業務システムの

間に立ち、セキュリティの境界としての役割を果たすとと

もに、中間サーバー・プラットフォームの稼働時間などの

要件が、庁内の各業務システムに与える影響を吸収す

る。また、フォーマット変換やコード変換など、各システム

でそれぞれに開発すると非効率になってしまう機能を集

約する。 

…（略）… 

札幌市のシステムであり、中間サーバー・プラットフォー

ム（※）と庁内各業務システムの間に立ち、セキュリティの

境界としての役割を果たすとともに、中間サーバー・プラ

ットフォームの稼働時間などが、庁内の各業務システム

に与える過剰な負荷などの影響を吸収する。また、システ

ム間で情報の受け渡しをする際に、フォーマットやコード

を変換する。 

…（略）… 

文言整理 

Ⅰ２．特定個人情報ファイルを

取り扱う事務において使用す

るシステム 

システム３②システムの機能 

団体内統合宛名番号・個人番号・各業務で管理している

番号の紐付け管理の機能を有する。 

…（略）… 

札幌市のシステムであり、団体内統合宛名番号、個人番

号及び各業務で管理している番号の紐付け管理の機能

を有する。 

…（略）… 

文言整理 



4 

Ⅰ２．特定個人情報ファイルを

取り扱う事務において使用す

るシステム 

システム４②システムの機能 

既存住基システムより住民基本台帳の情報を受領し、情

報を再編成のうえ、庁内の住民基本台帳の情報を必要と

するシステムへ、情報移転するためのシステム機能を有

する。住民基本台帳ファイル利用申請を行い、承認を受

けているシステムにのみ住民基本台帳の情報を連携す

る。 

１ 既存住基システムからのデータ受領 

既存住基システムで発生した異動データを受領し、情報

連携が認められた情報移転先のシステムに、必要と認め

られた項目について送信する。 

２ 住記異動情報の連携 

随時（リアルタイム）で既存住基システムから送信された

異動データについて、要求に応じてシステム基盤（団体内

統合宛名）や庁内各業務システムへ渡す。 

…（略）… 

札幌市のシステムであり、既存住基システムから住民基

本台帳の情報を受領し、その住民基本台帳の情報を移

転が認められた項目のみに再編成した上で、庁内の各シ

ステムに情報移転する機能を有する。情報移転は、スマ

ートシティ推進部へ住民基本台帳ファイル利用申請を行

い、承認を受けているシステムに対してのみ行う。 

１ 既存住基システムからのデータ受領 

既存住基システムのデータを受領し、承認を受けている

システムにのみ必要な項目を送信する。 

２ 住民記録の異動情報の連携 

随時（リアルタイム）で既存住基システムから送信された

データを、要求に応じてシステム基盤（団体内統合宛名）

や庁内各業務システムへ渡す。 

…（略）…

文言整理 

Ⅰ２．特定個人情報ファイルを

取り扱う事務において使用す

るシステム 

システム５②システムの機能 

システム基盤（個人基本）より住民基本台帳の情報を受

領し税業務（個人住民税等）で活用するとともに、個人

（および法人）を管理し、宛名情報、応対記録及び口座情

報などを集約管理する機能群である。 

…（略）… 

札幌市のシステムであり、システム基盤（個人基本）から

住民基本台帳の情報を受領し税業務（個人住民税等）で

活用する。個人（及び法人）の宛名情報、応対記録及び

口座情報などを集約管理する。 

…（略）… 

文言整理 

Ⅰ２．特定個人情報ファイルを

取り扱う事務において使用す

るシステム 

システム５③他のシステムとの

接続 

○その他（システム基盤（団体内統合宛名、個人基本）） ○その他（システム基盤（団体内統合宛名、個人基本）、

庁内各業務システム） 

記載漏れ 

Ⅰ５．個人番号の利用 

②法令上の根拠 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律 

法改正対応等 



5 

第９条第１項 別表 1０1 の項 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律別表の主務省令で定める事務を定

める命令（平成 26年内閣府・総務省令第５号） 

第 ７4 条 

第９条第１項 別表 1３５ の項

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律別表の主務省令で定める事務を定

める命令 

第 ７4 条 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律別表の主務省令で定める事務を定

める命令第 ７4 条の内閣総理大臣及び総務大臣が定め

る事務（令和６年２月 16 日デジタル庁、総務省告示第７

号）

Ⅰ６．情報提供ネットワークシ

ステムによる情報連携 

②法令上の根拠 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律 

第 1９条第１項第８号 別表 121 の項 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律別表の主務省令で定める事務及び

情報を定める命令（平成 26年内閣府・総務省令第７号）

第 ５９ 条の４ 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律 

第 1９条第８号 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律第十九条第八号に基づく利用特定

個人情報の提供に関する命令 

第２条の表 16０ の項及び第 162条 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律第十九条第八号に基づく利用特定

個人情報の提供に関する命令第百六十二条の内閣総理

大臣及び総務大臣が定める事務及び情報（令和６年２月

16日デジタル庁、総務省告示第８号）

法改正対応等 

（別添１）事務の内容 （図の差し替え） （図の差し替え） 詳細な図へ差し替え 

（別添１）事務の内容 

（備考） 

<事務の流れ> 

①住民税システムから抽出した課税情報を、国提供の算

定ツールに投入することで給付金の支給対象者情報を抽

出し、調整給付金システムに取り込む。 

<事務の流れ> 

① 住民税システムに登録されている住民税課税情報を

抽出する。 

② ①で抽出したデータから、インプットファイルを作成す

図の差し替えに伴う文言整理 
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②支給対象者情報に団体内統合宛名を紐づけ、公金受

取口座情報を取得するため中間サーバ経由でデジタル

庁に照会する。 

③支給対象者の公金受取口座情報を取得する。 

④支給対象者に印刷物を送付するための支給対象者情

報および取得できた口座情報を委託事業者に提供する。

⑤委託事業者から、支給対象者に対し、申請書類等を送

付する。 

⑥口座情報が入手できなかった対象者および振込口座

を変更する対象者から、口座情報を入手する。 

⑦委託事業者は、札幌市に支払いのための必要情報を

提供し、札幌市は指定金融機関に支払いを依頼する。 

⑧支給対象者に給付金が支給される。 

※委託事業者は、特定個人情報を取り扱わない。 

る。 

③ ②で作成したインプットファイルを、調整給付のため

の算定ツールに登録する。 

④ ③で出力されたアウトプットファイルから、給付金の支

給対象者を抽出する。 

⑤ ④で支給対象者となった方について、委託業者へア

ウトソーシングデータを提供する。 

⑥ ④で支給対象者となった方について、公金受取口座

の照会用ファイルを作成する。 

⑦ ⑥で作成したファイルを、市中間サーバに登録する。 

⑧ ⑦で出力された照会結果ファイルから、団体内統合

宛名番号を削除し、住民コードを付加した上で、公金受

取口座情報を委託業者へ提供する。 

⑨ 支給対象者の公金受取口座の有無に応じて、支給の

お知らせ又は確認書を送付する。 

⑩ 支給対象者に対し、給付金を支給する。 

※ なお、委託業者が特定個人情報を取り扱うことはな

い。

Ⅱ２．基本情報 

③対象となる本人の範囲 

調整給付の支給要否を判定する必要がある者 

≪左欄にある※について（以下、評価書中同じ。）≫ 

特定個人情報保護評価指針の別表に定める重要な変更

の対象である記載項目である。 

※の項目の変更については、特定個人情報保護評価に

関する規則第１１条及び特定個人情報保護評価指針第６

－２（２）で、誤字脱字の修正等の軽微な変更もしくは個

人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを明ら

かに軽減させる変更である場合を除き、評価を再実施す

調整給付の支給要否を判定する必要がある者 

（削除）

文言整理 
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ることとされている。 

Ⅱ２．基本情報 

④記録される項目 

主な記録項目 

○個人番号 

○個人番号対応符号 

○その他識別情報（内部番号） 

…（略）… 

（削除） 

○個人番号対応符号 

○その他識別情報（内部番号） 

…（略）… 

システム用ファイルには個人番号

が記録されないことに伴う文言

整理 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

①入手元 

○本人又は本人の代理人 

○評価実施機関内の他部署（システム管理課、市民税

課） 

○行政機関・独立行政法人等 

（削除） 

○評価実施機関内の他部署（デジタル戦略推進局情報

システム部システム管理課、財政局税政部市民税課） 

○行政機関・独立行政法人等 

本人又は本人の代理人から特定

個人情報を入手しないことに伴

う文言整理等 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

②入手方法 

○紙 

○情報提供ネットワークシステム 

○その他（住民基本台帳システム、税務システム、庁内イ

ントラシステム、書面、電話） 

（削除） 

○情報提供ネットワークシステム 

（削除）

情報提供ネットワークシステムに

おいてのみ特定個人情報を扱う

ことに伴う文言整理 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

③入手の時期・頻度 

〇住民基本情報 

 （入手元）システム管理課 

（入手頻度・時期）対象者抽出時及び支給決定時 

〇地方税関係情報 

 （入手元）市民税課及び他市町村 

 （入手頻度・時期）対象者抽出時及び支給決定時 

〇公金受取口座情報 

 （入手元）デジタル庁 

 （入手頻度・時期）支給決定時 

〇給付金支給口座情報 

 （入手元）本人又は本人の代理人 

 （入手頻度・時期）確認書提出時 

〇住民基本情報 

 （入手元）デジタル戦略推進局情報システム部システム

管理課 

 （入手頻度・時期）随時

〇地方税関係情報 

 （入手元）財政局税政部市民税課

 （入手頻度・時期）対象者抽出時

〇公金受取口座情報 

 （入手元）デジタル庁 

 （入手頻度・時期）対象者抽出時

（削除）

本人又は本人の代理人から特定

個人情報を入手しないことに伴

う文言整理等 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使 入手頻度は必要最小限に限り、それぞれ以下のとおり入 入手頻度は必要最小限に限り、それぞれ以下のとおり入 本人又は本人の代理人から特定
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用 

④入手に係る妥当性 

手している。 

〇住民基本台帳情報 

 支給対象者となる者を把握するために、住民基本台帳

システムから入手している。 

〇地方税関係情報 

 支給対象者となる者を把握するために、税務システムか

ら入手している。 

〇公金受取口座情報 

 支給対象者について中間サーバを使用し、情報提供ネ

ットワークシステムを通じて入手している。 

〇給付金支給口座情報 

 市で口座情報を把握していない場合及び公金受取口

座以外の口座に給付金の支給を希望する場合に限り、本

人又は本人の代理人から口座情報を取得している。 

手している。 

〇住民基本台帳情報 

 支給対象者となる者を把握するために、住民基本台帳

システムから入手している。 

〇地方税関係情報 

 支給対象者となる者を把握するために、住民税システ

ムから入手している。 

〇公金受取口座情報 

 支給対象者について市中間サーバーを使用し、情報提

供ネットワークシステムを通じて入手している。 

（削除）

個人情報を入手しないことに伴

う文言整理等 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑤本人への明示 

公金口座登録法第 1０ 条において、…（略）… 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯

金口座の登録等に関する法律第 1０ 条（令和３年法律第

３８号）において、…（略）… 

文言整理 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑤使用の主体 

使用者数 

1０ 人以上 ５０人未満 1０ 人未満 職員実数に更新 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑧使用方法 

１ 受付事務 

  申請者（請求者）からの申請書類を収受する。 

２ 審査事務 

  収受した書類に記載された内容を審査する。 

３ 給付事務 

  支給要件の該当者へ給付金を支給する。 

調整給付の支給口座を照会するために使用する。 実務に即した文言整理 
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Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑧使用方法 

情報の突合 

１ 個人番号カードなどにより、正確な本人確認と個人番

号の真正性を確認する。 

２ 内部識別番号である宛名番号と個人番号を紐付けて

使用する。 

（削除） 実務に即した文言整理 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑧使用方法 

情報の統計分析 

特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行わ

ない。 

特定個人情報に関する統計分析については実施しな

い。 

文言整理 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑧使用方法 

権利利益に影響を与え得る決

定 

給付金の支給不支給の決定を行う。 （削除） 実務に即した文言整理 

Ⅱ３．特定個人情報の入手・使

用 

⑨使用開始日 

令和６年６月 2８日 令和６年７月１日 情報提供ネットワークシステムに

おいて公金受取口座を照会した

日付に修正 

Ⅱ６．特定個人情報の保管・消

去 

①保管場所 

＜札幌市における措置＞ 

・特定個人情報が記載された申告書等の紙媒体は、施錠

管理を行っている場所に保管する。 

・特定個人情報を保存するサーバはサーバラックを施錠

して職員以外の出入りのない事務室内に設置している。

また、情報を暗号化して保存しており、インターネットへの

接続はない。 

＜中間サーバーにおける措置＞ 

１ 中間サーバーはデータセンターに設置しており、データ

センターへの入館及びサーバ室への入室を行う際は、警

備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前の入館・

＜札幌市における措置＞ 

１ 本給付金事務においては、情報提供ネットワークシス

テムを用いて公金受取口座情報を取得する。 

２ 情報照会内容、情報照会結果は、市中間サーバーに

保管される。 

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞ 

１ 中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設

置しており、データセンターへの入館及びサーバー室へ

の入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分

札幌市情報公開・個人情報保護

審議会（諮問第 1５０ 号）の答申

に基づく修正 
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入室の申請との照合を行う。 

２ 特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバ

ーのデータベース内に保存され、バックアップもデータベ

ース上に保存される。 

証明書と事前申請との照合を行う。 

２ 特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サー

バーのデータベース内に保存され、バックアップもデータ

ベース上に保存される。 

Ⅱ６．特定個人情報の保管・消

去 

②保管期間 

期間 

５年 1 年未満 札幌市情報公開・個人情報保護

審議会（諮問第 1５０ 号）の答申

に基づく修正 

Ⅱ６．特定個人情報の保管・消

去 

②保管期間 

その妥当性 

札幌市公文書管理規則別表により、「会計経理に関する

公文書」の保存期間は５年とされている。 

情報提供ネットワークシステムの情報照会内容、情報照

会結果は、保存期間後に市中間サーバーが自動で削除

する。保存期間については、地方公共団体情報システム

機構が別途示すこととなっている。 

札幌市情報公開・個人情報保護

審議会（諮問第 1５０ 号）の答申

に基づく修正 

Ⅱ６．特定個人情報の保管・消

去 

③消去方法 

＜札幌市における措置＞ 

・紙媒体は、保存期間満了後に物理的に破砕する。 

・電子データについて、保管期間満了後に一括して削除

を行う。機器廃棄等時は、物理的に破砕する。 

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞ 

１ 特定個人情報の消去は地方公共団体等からの操作に

よって行われるため、通常、中間サーバーの保守・運用を

行う事業所が特定個人情報を消去することはない。 

２ ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバーの

＜札幌市における措置＞ 

１ 情報提供ネットワークシステムの情報照会内容、情報

照会結果は、保存期間後に市中間サーバーが自動で削

除する。保存期間については、地方公共団体情報システ

ム機構が別途示すこととなっている。 

２ 誤った情報照会等により情報照会結果を残しておく

のが不適切な場合には、業務担当者が、照会結果を削

除することとなっている。 

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞ 

１ 特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によ

って実施されるため、通常、中間サーバー・プラットフォー

ムの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去す

ることはない。 

２ ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・

札幌市情報公開・個人情報保護

審議会（諮問第 1５０ 号）の答申

に基づく修正 
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保守・運用を行う事業所が、保存された情報を読み出し

できないよう、物理的破壊により完全に消去する。 

プラットフォームの保守・運用を行う事業者において、保

存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊によ

り完全に消去する。 

（別添２）特定個人情報ファイ

ル記録項目 

（図の差し替え） （図の差し替え） 情報提供ネットワークシステムに

おいてのみ特定個人情報を扱う

ことに伴う項目整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク１対象者以外の情報の

入手を防止する措置 

・窓口対応では、個人番号カード等の身分証明書の提示

により本人確認を行い、対象者であることを確認してい

る。 

・電話対応では、本人の氏名、生年月日、現住所等の聞

き取りにより本人確認を行い、対象者であることを確認し

ている。 

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。 

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク１必要な情報以外を入

手することを防止する措置 

・支給事務における各書類は、氏名、振込先口座情報等、

必要最低限の情報のみを記載する様式としており、必要

以上の情報が記載できない様式となっている。 

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。 

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク１リスクへの対策 

特に力を入れている 十分である 評価の見直し 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク２リスクに対する措置 

・支給対象者から入手する場合においては、本人確認を

行った上で、事業目的を明らかにし、個人情報の利用方

法等を説明している。 

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。 

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

・庁内連携により入手する情報は、既に本人確認が行わ

れている。 

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。 

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手
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手を除く） 

リスク３本人確認措置 

・窓口での申請等で本人の個人情報を入手する場合に

は、個人番号カード、運転免許証、パスポート、在留カー

ドなどの公的身分証明書の提示を受ける。 

・電話において個人情報を入手する場合には、本人の氏

名、生年月日、現住所等の聞き取りにより本人確認を行

い、対象者であることを確認している。 

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク３真正性確認の措置 

・個人番号カード等の身分証明書の提示を受け、登録済

みの基本４情報（氏名・住所・性別・生年月日）と差異がな

いか比較することにより、個人番号の真正性を確認する。

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。 

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク３正確性確保の措置 

・入手した特定個人情報は、システムで確認した特定個

人情報と突合して正確性を確保する。 

・窓口における申請等では、その場で本人が記載するた

め、正確性を確保している。 

・正確性に疑義が生じた場合には随時に調査を行い、必

要に応じたデータ修正を行うことで、正確性を確保する。

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。 

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ２．特定個人情報の入手（情

報提供ネットワークを通じた入

手を除く） 

リスク４リスクに対する措置 

・紙媒体による入手の場合は、調整給付金システムに登

録完了後、鍵の掛かるキャビネットに保管している。 

・職員に対しては、情報セキュリティ研修を定期的に実施

し、保有個人情報を不正に取り扱った場合の罰則等につ

いて周知を図っている。 

情報提供ネットワークシステム以外を通じて特定個人情

報を入手することはない。

情報提供ネットワークシステム以

外を通じて特定個人情報を入手

しないことに伴う文言整理 

Ⅲ３．特定個人情報の使用 

リスク１宛名システム等におけ

る措置 

１ 給付金業務に関する宛名情報の保存は、システム基

盤（税宛名）において実施しており、事務で使用する部署

の職員のみが当該情報にアクセスし、利用できる仕組み

となっている。 

２ 給付金業務以外との情報連携が行われるためには、

札幌市個人情報保護審議会による承認など札幌市個人

１ 給付金業務に関する宛名情報は、システム基盤（税宛

名）に保存しており、事務で使用する部署の職員のみが

当該情報にアクセスし、利用できる仕組みとなっている。

２ 給付金業務以外との情報連携を行うためには、札幌

市情報公開・個人情報保護審議会による点検など札幌

文言整理 
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情報保護条例に基づく手続きを行わなればならないこと

となっている。 

…（略）… 

市情報公開・個人情報保護審議会及び札幌市情報公

開・個人情報保護審査会条例（平成16年条例第３6号）

に基づく手続きを行わなればならない。 

…（略）… 

Ⅲ３．特定個人情報の使用 

リスク１事務で使用するシステ

ムにおける措置 

・システム基盤（市中間サーバ）との連携は、番号制度に

伴う、他の地方公共団体等との情報連携に必要な範囲に

限定する。 

・情報照会等を行う場合には、専用端末を利用して、指定

されたユーザ ＩＤ 及びパスワードでログインした場合にの

みアクセス出来るよう設定し、担当職員以外が当該事務

情報を参照できない仕組みとしている。 

システム基盤（市中間サーバ）との連携は、番号制度に伴

う、他の地方公共団体等との情報連携に必要な範囲に

限定する。 

（削除）

文言整理 

Ⅲ３．特定個人情報の使用 

リスク３リスクに対する措置 

・特定個人情報の使用は、法令等の規定がある場合を除

き認められない旨を職員に周知する。 

・事務外で使用した場合には、操作者個人を特定可能で

あることを周知し、事務外の使用を抑止する。 

・職員に対しては、個人情報保護に関する研修及び情報

セキュリティ自己チェックを実施している。 

・外部記憶媒体へのコピーを禁止している。また、外部記

憶媒体利用制御システムにより外部記憶媒体が作動し

ないようにすることで、情報の不正な持ち出しを禁止して

いる。 

・システム操作記録を取得していることを周知して、定期

的に事務外で使用することに対する注意喚起を行ってい

る。 

文言整理 

Ⅲ３．特定個人情報の使用 

リスク３リスクへの対策 

特に力を入れている 十分である 評価の見直し 

Ⅲ３．特定個人情報の使用 

リスク４リスクに対する措置 

・記憶媒体内に保管する情報は、全て暗号化及びパスワ

ードを設定し関係者のみが重要な情報資産であることを

認識できるようにしている。 

・バックアップファイルの作成は、職員以外出入りのない

執務室において、インターネットに接続していない、施錠

されたサーバラック内のサーバにおいて実施している。 

・職員に対しては、個人情報保護に関する研修を行い、業

・システム上、管理権限を与えられた者以外、情報の複

製は行えない仕組みとなっている。 

・セキュリティ実施手順にシステム部門の承認を得なけれ

ば、情報の複製は認められない仕組みとなっている。 

文言整理 
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務外又は不必要な情報の複写及び複製の禁止等につい

て指導している。 

Ⅲ６．情報提供ネットワークシ

ステムとの接続 

リスク２リスクに対する措置 

…（略）… 

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞ 

中間サーバは、個人情報保護委員会との協議を経て、総

務大臣が設置・管理する情報提供ネットワークシステムを

使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計さ

れるため、安全性が担保されている。 

…（略）… 

…（略）… 

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞ 

情報提供ネットワークシステムは、個人情報保護委員会

との協議を経て総務大臣が設置・管理している。中間サ

ーバーは、この情報提供ネットワークシステムを使用した

特定個人情報しか入手できない設計になっており、安全

性を保っている。 

…（略）… 

文言整理 

Ⅲ６．情報提供ネットワークシ

ステムとの接続 

リスク３リスクに対する措置 

・中間サーバは、個人情報保護委員会との協議を経て、

総務大臣が設置・管理する情報提供ネットワークシステム

を使用して情報提供用個人識別符号により紐付けられた

照会対象者に係る特定個人情報を入手するため、正確な

照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保さ

れている。 

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞ 

情報提供ネットワークシステムは、個人情報保護委員会

との協議を経て総務大臣が設置・管理している。中間サ

ーバーは、この情報提供ネットワークシステムを使用した

特定個人情報しか入手できない設計になっている。その

ため、照会対象者の正確な特定個人情報を入手すること

が担保されている。

文言整理 

Ⅲ７．特定個人情報の保管・消

去 

リスク１⑤物理的対策 

具体的な対策の内容 

＜札幌市における措置＞ 

１ 通常業務使用する端末自体には、特定個人情報を保

管していない。 

２ 特定個人情報は暗号化して職員以外の出入りのない

事務室内のサーバに保存しており、サーバラックを施錠し

ている。 

３ 記憶媒体は暗号化・パスワード設定を行ったうえで金

庫で保存している。 

＜札幌市における措置＞ 

１ サーバ室は、機械による入退室管理設備を設置し、入

退室カード（ＩＣカード）を貸与された者でないと入室でき

ない。また、入退室の記録は保存され、監視カメラも設置

している。 

２ 磁気ディスクや書類は施錠可能な保管庫で保存して

いる。 

３ 電気通信装置（ルータ・ＨＵＢ）は施錠可能なラックに

設置している。 

文言整理 
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…（略）… …（略）… 

Ⅲ７．特定個人情報の保管・消

去 

リスク１⑥技術的対策 

具体的な対策の内容 

＜札幌市における措置＞ 

 コンピュータウイルス監視ソフトを使用し、サーバ・端末

双方でウイルスチェックを実施する。また、新種の不正プ

ログラムに対応するために、ウイルスパターンファイルは

定期的に更新し、可能な限り最新のものを使用する。 

 また、特定個人情報を保存するサーバはインターネット

接続を行わない。 

…（略）… 

＜札幌市における措置＞ 

１ コンピュータウイルス監視ソフトを使用し、サーバ・端

末双方でウイルスチェックを実施する。また、新種の不正

プログラムに対応するために、ウイルスパターンファイル

は定期的に更新し、可能な限り最新のものを使用する。

併せて、端末機及びサーバ機のハードディスクドライブ

の全ファイルのウイルススキャンを毎週１回、自動実行す

る。 

２ 本市の情報セキュリティに関する規程に基づき、ネッ

トワーク管理に係る手順等を整備するとともに、機器を設

置する際はファイアウォールを敷設することとしている。 

…（略）… 

文言整理 

Ⅲ７．特定個人情報の保管・消

去 

リスク１リスクへの対策 

十分である 特に力を入れている 評価の見直し 

Ⅲ７．特定個人情報の保管・消

去 

リスク３手順の内容 

１ 保管年数を経過した情報は消去する。 

２ 磁気ディスク等の廃棄時は、内容の復元ができないよ

うに消去又は物理的破砕等を行う。 

情報提供ネットワークシステムの情報照会内容、情報照

会結果は、保存期間後に市中間サーバーが自動で削除

する。 

実務に即した文言整理 

Ⅲ７．特定個人情報の保管・消

去 

リスク３リスクへの対策 

特に力を入れている 十分である 評価の見直し 

Ⅳ２．従業者に対する教育・啓

発 

従業者に対する教育・啓発 

十分である 特に力を入れている 評価の見直し 

Ⅳ２．従業者に対する教育・啓

発 

＜札幌市における措置＞ 

本給付金事務にかかわる職員（臨時職員等を含む。）に

＜札幌市における措置＞ 

本給付金事務にかかわる職員（会計年度任用職員等を

文言整理 



16 

具体的な方法 対して、初任時及び一定期間ごとに、必要な知識の習得

に資するための研修（個人情報保護、セキュリティ対策に

関する内容を含む。）を実施するとともに、その記録を残

している。 

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞ 

１ 中間サーバー・プラットフォームの運用に携わる職員及

び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施することとし

ている。 

２ 中間サーバー・プラットフォームの業務に就く場合は、

運用規則等について研修を行うこととしている。 

含む。）に対して、初任時及び一定期間ごとに、必要な知

識の習得に資するための研修（個人情報保護、セキュリ

ティ対策に関する内容を含む。）を実施するとともに、そ

の記録を残している。 

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞ 

ＩＰＡ（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュ

リティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資材を作成

し、中間サーバー・プラットフォームの運用に携わる職員

及び事業者に対し、運用規則（接続運用規程等）や情報

セキュリティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新

規要員着任時）実施することとしている。

Ⅵ１．基礎項目評価 

①実施日 

令和６年６月 1０ 日 記載漏れ 

Ⅵ３．第三者点検 

①実施日 

令和６年 12 月 26日 札幌市情報公開・個人情報保護

審議会実施に伴う追記 

Ⅵ３．第三者点検 

②方法 

学識経験者等で組織される札幌市情報公開・個人情報

保護審議会に諮問した。 

札幌市情報公開・個人情報保護

審議会実施に伴う追記 

Ⅵ３．第三者点検 

③結果 

「評価書の「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要 ６．特定

個人情報の保管・消去」の欄につき、特定個人情報その

ものの保管等について記載すべきか、特定個人情報に

紐づく可能性のあるもの全てについて記載すべきかの点

に疑義があるため、この点を確認の上、所要の修正を行

うことを条件として、特定個人情報ファイルの取扱い及び

保護措置は適正であると認められるため、審議会として

妥当であると判断します。」との答申を得た。 

札幌市情報公開・個人情報保護

審議会実施に伴う追記 

※上記のほか、文意を変えない範囲での軽微な字句修正を行っております。 


